


社会保障のために使われているのでは？

財源はどうするの？

食品非課税より一律５％？
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　消費税を５％に下げるた
めの財源は年間約15兆円。
大企業や超富裕層への行き
過ぎた減税の見直しなどで
確保できます。社会保障を
削減する必要はありません。
　大企業への優遇税制に
より、年間11.1兆円もの税
収が失われています。所得
が1億円を超えると税の負

　消費税減税の財源が政治の焦点に。「どうするか」ーQ＆Aで考えます。

　政府は社会保障のためと言いま
すが、少しでも社会保障がよくな
ったでしょうか。消費税による税
収は累計571兆円。法人税減税と
超富裕層向けの所得税減税による
減収に、景気悪化による減収を加
えると606兆円に。消費税はその
穴埋めに消えてしまいました。

実現の財源ここにある

　日本は欧米に比
べ社会保障にお金
を使っていませ
ん。GDP比の社
会保障支出はフランス31.4％、米
国24.1％、日本22.9％です。大
企業・大金持ち優遇を見直して財
源をつくることこそ必要です。

　日本共産党は消費税
廃止をめざし、緊急に５
％への一律減税、インボ
イス制度の廃止を掲げて
います。いま物価は食料
品だけでなく、あらゆる
ものが上がっています。
すべての消費税を一律に
５％に引き下げることが
最も効果的な暮らし支援
になります。平均的な勤

労者世帯では年間12万
円の負担減、「食料品だ
け非課税」の倍の経済
効果があります。
　政府がインボイスを設
けた口実は、食料品など
に軽減税率を導入し複数
税率になったこと。一律
５％なら導入の口実はな
くなり、廃止することが
可能です。

担率が低くなります。日本
共産党はこうした優遇をた
だすことを求めています。
　自民党は不公平には手を
付けず、「財源がない」の
一点張り。国民民主党やれ
いわ新選組は赤字国債の
発行を主張していますが、
国債の過剰発行はインフレ
を引き起こして物価高騰を
招き、消費税の減税効果
は吹き飛んでしまいます。

　大企業は、今より税金を
負担する力を十分持ってい
ます。２０１２～23年間で、
大企業（資本金10億円以
上）の税引き前利益は2.6
倍に増える一方、法人3税は1.6倍に
抑えられています。大企業に減税・優
遇を繰り返してきた結果です。大企業
の内部留保＝ため込み金は539.3兆円
へと200兆円以上膨らみました。

　十分すぎるほどの税負担能力を持つ
大企業へのバラまきをやめ、大企業と
富裕層に応分の負担を求める税制改
革を行えば、赤字国債に頼らなくても
減税の財源はつくれます。
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